
「学術研究の推進方策に関する総合的な審議について」
審議経過報告（素案）参考資料

資料２
科学技術・学術審議会 学術分科会

学術の基本問題に関する特別委員会

（第７期第４回）

Ｈ26.4.14



0.5   

1.0   

0.7   

1.3   

0.8   0.7   

1.1   

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1

主要国の高等教育機関への公財政支出の状況と近年のノーベル賞受賞者数

※調査年は2010年
出典：図表で見る教育 OECDインディケーター（2013年版）

我が国の高等教育機関への公財政支出対ＧＤＰ比

Times Higher Educationからの警告

“世界大学ランキングの結果は、日本がアジアのライバルたちに押されていることを物語っている。日本の大学が使える資金は
アジアのライバル国が自国の大学に投入する資金に及ばない”

Analysing the results, … despite its commanding performance, Japan needed to be wary of the competition.
“Evidence from the overall World University Rankings shows that the country is losing ground to its Asian rivals:…, and the 
funding available for its universities falls some way short of that being provided by its regional rivals,”

出典：ＴＨＥ 2013年4月10日記事
（http://www.timeshighereducation.co.uk/news/asia-university-rankings-2013-japan-takes-asian-crown/2003107.article）

高等教育機関への公財政支出の伸び
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出典：図表で見る教育 OECDインディケーター（2013年版）

２００１年以降の国別ノーベル賞
（自然科学系３賞）受賞者

出典：平成２５年度版 科学技術要覧を参考に作成

％

21世紀に入ってからの国別受賞者数は、
2012年までは、米国に次いで世界第2位
（英国と同率）だった。
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大学等の基盤的経費の推移
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第１期基本計画

（＋４９５億円）

第２期基本計画

（＋４６１億円）

第３期基本計画

（＋１２０億円）

第４期基本計画

※予算額は、当初予算額を計上。

※平成23年度から一部種目について基金化を導入したことにより、予算額には、翌年度以降に使用する研究費が含まれることとなったため、
予算額が当該年度の助成額を表さなくなった。そのため、当該年度に助成する金額を｢助成額｣として、予算額とは別に表記している。
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平成２６年度政府予算案で科研費は助成額ベースで減額。

科研費の推移



我が国の論文の状況

出典：科学技術指標２０１３（平成25年年8月 科学技術・学術政策研究所）

国・地域別論文数、TOP10%補正論文数の推移

○ 全論文数及び高被引用度論文数の国際的なシェアは低下傾向
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出典：平成２５年２月２４日 経済財政諮問会議「選択する未来」委員会（第３回） 資料２

＜全要素生産性（ＴＦＰ）とは？＞
• 完全な市場競争、特定の生産関数等の仮定の下、通常は、アウトプットの伸びから資本、労働の寄与を除いて伸びを計算（ソロー残差）
• 技術進歩、生産工程の改善、経営改善、マクロ経済環境等が影響

出典：平成２５年３月２０日 経済財政諮問会議「選択する未来」委員会 成長・発展ＷＧ（第２回） 資料２

経済成長率の要因



第３期科学技術基本計画（平成１８年３月２８日 閣議決定）
第１期・第２期基本計画期間の投資により向上した我が国の潜在的な科学技術力を、経済・社会の広範な分野

での我が国発のイノベーション（科学的発見や技術的発明を洞察力と融合し発展させ、新たな社会的価値や経済
的価値を生み出す革新）の実現を通じて、本格的な産業競争力の優位性や、安全、健康等広範な社会的な課題
解決などへの貢献に結びつけ、日本経済と国民生活の持続的な繁栄を確実なものにしていけるか否かはこれから
の取組にかかっている。

イノベーション２５（平成１９年６月１日 閣議決定）
イノベーションとは、技術の革新にとどまらず、これまでとは全く違った新たな考え方、仕組みを取り入れて、新た

な価値を生み出し、社会的に大きな変化を起こすことである。

第４期科学技術基本計画（平成２３年８月１９日 閣議決定）
「科学技術イノベーション」とは、「科学的な発見や発明等による新たな知識を基にした知的・文化的価値の創

造と、それらの知識を発展させて経済的、社会的・公共的価値の創造に結びつける革新」と定義する。

第２条第５項
この法律において「イノベーションの創出」とは、新商品の開発又は生産、新役務の開発又は提供、商品の新たな

生産又は販売の方式の導入、役務の新たな提供の方式の導入、新たな経営管理方法の導入等を通じて新たな価
値を生み出し、経済社会の大きな変化を創出することをいう。

○政府の閣議決定文書等では、第３期科学技術基本計画以降、「イノベーション」という文言が
登場。

○多くの文書で、イノベーションは経済的価値だけなく社会的価値や知的・文化的価値の創造・
革新を含むものと定義されてきたが、最近では、イノベーションによる経済的価値の創造の側面
が非常に強調されている。

科学技術基本計画等におけるイノベーションの定義

研究開発力強化法（平成２０年法律第６３号）における定義

最近の政府文書等における「イノベーション」の位置づけについて
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科学技術イノベーション総合戦略（平成２５年６月１３日 閣議決定）
科学技術イノベーション自体は、人類の進歩への貢献、最先端の‘知’の領域の開拓、経済成長への寄与、国民

生活の利便性・生活水準の向上など、様々な目的・役割を担うものではあるが、まずは現下の我が国の最大かつ
喫緊の課題である経済再生に向けて、科学技術イノベーションの潜在力を集中してフルに発揮することにより、こ
の時局を打開し、今年を「経済再生元年」にする必要がある。

日本再興戦略（平成２５年６月１４日 閣議決定）
今後、早急に政府の体制を立て直し、戦略分野を中心に研究開発を推進するとともに、その成果を実用化し、さ

らには市場獲得につなげるため、知的財産戦略や標準化戦略を推進する。これらにより、イノベーション(技術力)
ランキング（世界経済フォーラムのランキングでは、日本は現状第５位）を今後５年以内に世界第１位にするとの目
標を掲げつつ、「技術でもビジネスでも勝ち続ける国」を目指す。

このため、「総合科学技術会議」の司令塔機能を強化し、省庁縦割りを廃し、戦略分野に政策資源を集中投入す
る。政府の研究開発成果を最大化するため、大学や研究開発法人において科学技術イノベーションに適した環境
を創出するとともに、出口志向の研究開発と制度改革を合わせて大胆に推進し、実用化・事業化できる体制を整
備する。

最近の閣議決定における位置づけ
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学術研究（academic research）
個々の研究者の内在的動機に基づき、自己責任の下で進められ、真理の探究や課題解決とともに新

しい課題の発見が重視される研究。

要請研究（commissioned research）
政府からの要請に基づき、定められた研究目的や研究内容の下で、社会的実践効果の確保のために

進められる研究。

基礎研究、応用研究及び実際の経験
から得た知識の利用であり、新しい材
料、製品、システム、工程等の導入又
は既存のこれらのものの改良を狙いと
する研究をいう。

※「東日本大震災を踏まえた今後の科学技術・学術政策の在り方について（建議）」（平成２５年１月１７日 科学技術・学術審議会）をもとに作成。

※基礎研究、応用研究、開発研究の定義は、科学技術研究調査（総務省）から引用。

※ＯＥＣＤのフラスカティ・マニュアルでは、応用研究を「基礎研究と同様に新たな知識を獲得するために行う独創的研究であるが、具体的な実用
上の目的ないしは目標を志向する研究」と定義している。（日本語訳は日本学術会議の文書等を参考にした。）

戦略研究（strategic research）
政府が設定する目標や分野に基づき、選択と集中の理念と立案者（政府）と実行者（研究者）の協同に

よる目標管理の下で進められ、課題解決が重視される研究。

基礎研究
（basic research）

応用研究
（applied research）

開発研究
（development research）

基礎研究によって得られた知識を利
用して特定の目標を定めて実用化の
可能性を確かめる研究や、既に実用
化されている方法に関して新たな応
用方法を探索する研究をいう。

特別な応用、用途を直接に考慮する
ことなく、仮説や理論を形成するため
又は現象や観察可能な事実に関して
新しい知識を得るために行なわれる
理論的又は実験的研究をいう。

研
究
者
の
内
在
的
動
機

政
策
的
要
請

研
究
の
契
機

研究の段階
知識の発見 社会実装
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研究の性格による分類について
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国立大学法人運営費交付金と人件費総額の推移
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大学の研究環境の状況

【大学グループ】
第１グループ 東北大学、東京大学、京都大学、大阪大学

第２グループ 北海道大学、筑波大学、千葉大学、東京工業大学、金沢大学、名古屋大学、神戸大学、岡山大学、広島大学、
九州大学、慶應義塾大学、日本大学、早稲田大学

第３グループ 群馬大学、東京農工大学、新潟大学、信州大学、岐阜大学、三重大学、山口大学、徳島大学、長崎大学、熊本
大学、鹿児島大学、横浜市立大学、大阪市立大学、大阪府立大学、近畿大学

※論文シェアによるグループ分けをもとに抽出。

○ 研究者の意識調査では、基盤的経費の状況が不十分であるとの強い認識が示されている。
○ また、研究時間確保のための取組等についても不十分であるとの認識が示されている。

10出典：科学技術の状況に係る総合的意識調査（ＮＩＳＴＥＰ定点調査２０１３） （２０１４年４月 科学技術・学術政策研究所）



若手研究者の状況①

○ 大学全体で約26％が任期付雇用。若手（35歳以下）は、半数以上が任期付。
○ 国立大学における任期適用率は2001年から2006年にかけて2.7％から14.8％に増加。任期付雇用者数は
約5.3倍に増加。

出典：「科学技術人材に関す
る調査～研究者の流動性と研
究組織における人材多様性に
関する調査分析～」（2009年
3月 科学技術政策研究所）
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○ 才能ある学生が博士課程に進まない傾向が強まり、研
究活力がさらに弱体化する悪循環。
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（出典：学校基本調査）

○ 基盤的経費は専任教員人件費に充当、競争的資金によ
り若手研究者は任期付ポストに就く傾向

○ 優秀な若手研究者の常勤ポスト待ち長期化が顕著

（教員在籍状況）

（出典：東京大学五神教授作成資料）

出典：平成25年4月23日
産業競争力会議 下村
文部科学大臣説明資料



若手研究者の状況②

出典：科学技術の状況に係る総合的意識調査（ＮＩＳＴＥＰ定点調査２０１３） （２０１４年４月 科学技術・学術政策研究所）

○ 研究者の意識調査では、望ましい能力を持つ人材が、博士課程後期を目指していないとい
う認識が強い。また、博士課程後期を目指すための環境整備等について不十分であるとい
う認識が強い。
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【ポストドクター等】
博士の学位を取得後、任期付で任用される者※であり、①大学等の研究機関で

研究業務に従事している者であって、教授・准教授・助教・助手等の職にない者、
②独立行政法人等の研究機関において研究業務に従事している者のうち、所属
する研究グループのリーダー・主任研究員等でない者を指す。（博士課程に標準
修業年限以上在学し、所定の単位を修得の上退学した者（いわゆる「満期退学
者」）を含む。）

※研究機関の規定等に基づいて受け入れられ研究活動に従事している者であれば、研究
機関との雇用関係がなく給与等の支払いがない場合であっても、本調査の対象となる。
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ポストドクター等の雇用財源

出典：ポストドクター等の雇用・進路に関する調査－大学・公的研究機関への全数調査（2009 年度実績）－（2011 年12 月 文部科学省 科学技術政策研究所）



大学研究者の研究時間の減少

出典：日本の大学における研究力の現状と課題（科学技術政策研究所 平成25年4月）

分野によって研究時間の割合は多様
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※平成25年10月30日 科学技

術・学術審議会人材委員会
（第63回） 東京大学松本理
事 提出資料より抜粋

○ 全職位において研究活動に充てるための時間が減少している。
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大学研究者の研究時間の減少


